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令和２年度一般会計等では、資産は 373 億 2 千 4 百万円、負債は 123 億 4 千 5 百万円、純資産は

249 億 7 千 9 百万円となっています。

また、全体会計では、資産は 456 億 5 千 4 百万円、負債は 163 億 5千万円、純資産は 293 億 4 百

万円となったほか、連結会計では、資産は 462 億 1 千 8百万円、負債は 164 億 4 千 1百万円、純資

産は 297 億 7 千 7百万円となりました。

このうち、負債は将来の世代が負担していくことになるもので、純資産は過去の世代や国、道の

負担で既に支払いが済んでいるものになります。

これまでに形成した資産と、将来の町民負担となる負債を町民１人当たりに換算すると、一般会

計等では、2,469 千円の資産に対して、817 千円の負債、全体会計では、3,020 千円の資産に対して、

1,081 千円の負債、連結会計では 3,057 千円の資産に対して、1,087 千円の負債となっています。

４．財務書類の内容

○貸借対照表（バランスシート）

（単位：百万円）

資産の部 負債の部

一般

会計等
全体 連結

一般

会計等
全体 連結

固定資産

有形固定資産

事業用資産

インフラ資産

物品

無形固定資産

投資その他の資産

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金

36,074

34,563

18,002

15,614

1,763

－

1,511

1,250

280

46

15

910

－

－

0

43,891

42,336

18,069

22,975

2,720

2

1,554

1,763

755

84

15

910

－

－

0

44,245

42,658

18,260

23,008

3,240

10

1,576

1,974

953

86

15

919

－

－

0

固定負債

地方債

長期未払金

退職手当引当金

損失補償等引当金

その他

流動負債

１年内償還予定地方債

未払金

未払費用

前受金

前受収益

賞与等引当金

預り金

その他

11,423

9,891

205

1,327

－

－

923

752

75

－

－

－

74

22

－

14,914

13,059

205

1,392

－

257

1,437

1,146

153

－

－

－

81

49

9

14,971

13,111

205

1,392

－

263

1,470

1,146

153

－

－

－

101

61
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負債合計 12,345 16,350 16,441

純資産の部

純資産合計 24,979 29,304 29,777

資産合計 37,324 45,654 46,218 負債及び純資産合計 37,324 45,654 46,218

①資産：学校、公園、道路など将来の世代に引継ぐ社会資本や、投資、基金等将来

現金化することが可能な財産

②負債：地方債や賞与等引当金など将来の世代の負担となるもの

③純資産：過去の世代や国・道が負担した将来返済しなくてもよい財産
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令和２年度一般会計等では、経常費用が 105 億 2 千 4 百万円、経常収益は 5 億 2

千 1百万円、純行政コスト（費用から収益を差し引いたもの）は 99 億 3 千 6 百万円

となっています。

全体会計では、経常費用が 114 億 2 千 9 百万円、経常収益は 11 億 5 千 6 百万円、

純行政コストは 102 億 5 百万円となったほか、連結会計では、経常費用が 153 億 5

千 1 百万円、経常収益は 11 億 6 千 8 百万円、純行政コストは 141 億 2 千 7 百万円と

なっています。

一般会計等における経費の内訳は、経常費用のうち人件費が占める割合は 14.9％、

物件費等の割合は 40.2％、地方債の利息などのその他業務費用の割合は 0.9％、また、

各団体への補助金や負担金などの移転費用の割合は 44.0％となっています。

○行政コスト計算書

（単位：百万円）

一般

会計等
全体 連結

経常費用

業務費用

人件費

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

移転費用

経常収益

10,524

5,890

1,563

4,234

2,435

189

1,474

136

92

4,635

521

11,429

6,689

1,710

4,819

2,673

217

1,791

138

160

4,740

1,156

15,351

7,288

1,995

5,067

2,856

231

1,842

138

226

8,063

1,168

純経常行政コスト 10,003 10,273 14,183

臨時損失

臨時利益

7

75

7

75

18

75

純行政コスト 9,936 10,205 14,127

費用：行政サービスの提供のために費やしたもの

①人件費：職員給与や議員報酬など

②物件費等：消耗品、施設等の維持補修に係る経費や減価償却費など

③その他業務費用：支払利息など

④移転費用：他会計への支出額、補助金等、社会保障給付など

収益：直接サービス提供により住民等がその対価として支払い、自治体が得られ

るもの。
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５．財務書類の分析数値

（１） 資産形成度の指標 「将来世代に残る資産はどのくらいあるのか」

（２） 世代間公平性の指標 「将来世代と現世代との負担の分担は適切か」

▼町が所有する資産額を住民人口で除して、1人当たりの金額を算出したものです。
資産合計 ÷ 住民基本台帳人口

37,323,936 千円 ÷ 15,119 人 ＝ 2,469 千円（一般会計等）
45,654,150 千円 ÷ 15,119 人 ＝ 3,020 千円（全体会計）
46,218,138 千円 ÷ 15,119 人 ＝ 3,057 千円（連結会計）

① 住民１人当たり資産額

▼当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成されたス

トックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形成の度合

いを測ることができます。

資産合計 ÷ （本年度収入合計 ＋ 前年度末資金残高）

37,323,936 千円÷（12,832,954 千円＋339,636 千円）＝2.83 年（一般会計等）

45,654,150 千円÷（14,508,907 千円＋769,454 千円）＝2.99 年（全体会計）

46,218,138 千円÷（18,559,672 千円＋901,071 千円）＝2.37 年（連結会計）

② 歳入額対資産比率

▼土地、立木竹及び建設仮勘定以外の有形固定資産を一定の耐用年数によって減価償却を実

施した場合、年度末における資産が全体としてどの程度経過しているかの比率で、100％に近

いほど老朽化の程度が高いことを示しています。

有形固定資産の減価償却累計額 ÷ 取得価額等

47,055,782 千円 ÷ 71,433,736 千円 ＝ 65.9％（一般会計等）

55,659,322 千円 ÷ 87,457,766 千円 ＝ 63.6％（全体会計）

56,897,276 千円 ÷ 88,989,456 千円 ＝ 63.9％（連結会計）

③ 有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）

▼地方公共団体が有する資産のうち純資産の部分は過去及び現役世代の負担によるもので、

負債の部分は将来の返還が必要なものとして将来世代が負担することとなります。そのため、

純資産の変動は、将来世代と現世代との間で負担の割合が変動したことを意味します。将来

負担を過重にしないためにも純資産比率は高いほうが良いとされています。

純資産合計 ÷ 資産合計

24,978,517 千円 ÷ 37,323,936 千円 ＝ 66.9％（一般会計等）

29,303,879 千円 ÷ 45,654,150 千円 ＝ 64.2％（全体会計）

29,776,751 千円 ÷ 46,218,138 千円 ＝ 64.4％（連結会計）

① 純資産比率




















































